予防原則の適用を認めたフランスの２つの判決（甲１１８）について

                                  　控訴人復代理人　弁護士　中村多美子
1、 事件の概要

フランスで、携帯電話基地局を操業する会社に対し、基地局に住む住民が、間接強制付きで基地局の撤去と自宅の資産価値の低下を理由とする損害賠償を求めた事案。

2、 判決の内容

(1)、ナンテール大審裁判所判決

　　　中継塔から放射される電磁波による健康リスクに関する科学的議論は、なお開かれているとしながらも、損害そのものとは区別されるリスクは確かである。リスクが存在する場合に、予防原則の適用を国内外の当局が推奨している。会社は、リスクの不存在も予防原則を遵守していることも立証していない。隣人をその意思に反して予防措置なく健康上の確実なリスクにさらすことは、「異常近隣妨害」に該当し、これを除去するには中継塔の撤去を認めるほかないとして、原告の請求を認容。

(2)、ベルサイユ高等裁判所判決

　　　大審裁判所で確実とされた健康に関するリスクが、現実の損害になるかどうかは以前不確実であるとしながらも、電磁波の無害性に関する不確実性は残存し、この不確実性は根拠のある合理的なものである。一方で、会社は技術的に実施可能であり、一部市町村との間で約束した回避措置（フランスの現行基準を下回る放射基準の設定、基地局を居住地区から遠ざける）を実施していない。この状況では、住民側が、基地局による健康リスクの不在の保証を得ることはできず、異常近隣妨害の構成要件である「正当な危惧」を抱くのが順当として、原審である大審裁判所を上回る金額の間接強制・損害賠償を容認しつつ撤去を命じた。

3、 解説

当職は、２００９年６月２６日、パリのRichard Forget（フォルジェ）弁護士の事務所を訪問し、同弁護士と面談しました。フォルジェ弁護士は、ナンテール裁判所とヴェルサイユ控訴院において、携帯電話中継塔の差し止めを認める民事裁判の判決を得た原告側弁護士です。当職は、同弁護士に対し、これらの判決が、いわゆる予防原則（Precautionary Principle）によって定められた特別な実体法に基づくものであるのかどうか尋ねました。同弁護士は、予防原則によって差し止めを認めるような特別な実定法はないとした上で、本件の差し止めは、フランスの民法に従前から存在する概念である「異常近隣妨害」によって認められたものであると言いました。この「異常近隣妨害」とは、当職が聞く限り、日本の民法に言う「受忍限度論」に非常に近いものであると思われました。フォルジェ弁護士によれば、予防原則が何らかの法的効果を直接に導くような実定法があるのではなく、従前から存在する民法を含む各種実体法の解釈指針となっているとのことでした。また、本差止判決の対象となった基地局には、何らか一般化できない特別な事情があるのかどうかについても尋ねましたが、そのような事情はなく、本差止判決は全ての携帯電話中継塔一般に適用可能であるとのことでした。（実際、その後もフランスでは、同種の判決が続いています。）

本差止判決の背景についてお尋ねしましたところ、フォルジェ弁護士は、こうした問題の解決は、科学至上主義ではできないということを主張していました。すなわち、科学が未知や不確実を含んでいる中で、科学的知見についてのコンセンサスが得られない場合に、「法」としてどうするのか、という問題であると。社会が壊れるようなリスクがあっても、科学のコンセンサスが形成されるまで待つのか、何らかの予防的な措置を要求するのか、それを決めるのが法の役割ではないか、その中で、本件判決は、現状認められているリスクは、アクセプトできないと判断したものである、と評価していました。
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